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川口市生産緑地地区における行為制限解除に伴う緑化奨励補助金交付要綱 

令和５年３月３１日決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川口市緑のまちづくり推進条例（平成１１年条例第５４

号）第１２条の規定に基づき緑豊かな美しいまちづくりを推進するため、生

産緑地地区の行為制限解除に伴う宅地化に際し、緑の創出を伴う良好な宅地

開発を行う者に対する補助金を予算の範囲内において交付することについて、

川口市補助金等交付規則（昭和５０年規則第２４号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、緑地の保全優先度の高い区

域内にある生産緑地地区の行為制限を解除した土地等における最初に行う開

発行為等の区域において、建築に伴う緑化を行う者とする。 

なお、緑化を行う土地の所有者と建築物の所有者が異なる場合は、当該土地

所有者の承認を得た場合に限る。 

２ 前項の定めにかかわらず、次に掲げる者については補助の対象者としない。 

(1) 国、地方公共団体その他これらに準ずる団体 

(2) 川口市緑のまちづくり推進条例（平成１１年条例第５４号）、川口市緑 

のまちづくり推進条例施行規則（平成１２年規則第１９号）、ふるさと埼 

玉の緑を守り育てる条例 （昭和５４年埼玉県条例第１０号）、ふるさと埼 

玉の緑を守り育てる条例施行規則（昭和５４年埼玉県規則第７２号）の緑 

化指導の基準の範囲内として緑化を行う者 

(3) 他の制度により同様の補助を受け、又は、受けようとする者 

(4) 建築基準法その他の法令、条例等に違反する建築物の建築主、所有者、 

管理者又は占有者 

(5) 市税（市民税、軽自動車税、固定資産税及び都市計画税）を滞納して 

いる者 

(6) 前各号に掲げる者のほか、補助金を交付することが適当でないと市長 

が認める者 
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  （補助の対象となる事業） 

第３条 緑化を行う場合にあっては、次に掲げる要件をすべて満たすものを補

助金の交付の対象とする。 

(1) 補助金を申請する年度の２月末までにすべての手続きを完了できること。 

(2) 補助を受ける建築物を第３者へ販売する場合、市から受けた補助金相当

額を差し引いて販売すること。 

(3) 周辺景観の向上に資するよう緑化を行うこと。 

(4) 市内業者（本市内に本社又は本店を置く事業者をいう。）を利用して緑化 

を行うこと。 

(5) 令和９年度までに完了すること。 

（補助の対象となる経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる緑化に要する経費は、次に掲げるとおりと

する。 

(1) 植栽する樹木・多年草の購入経費、用土又は土壌改良材、支柱、植栽基

盤、潅水設備その他の緑化に必要な材料費及び施工費とし、縁石、ブロッ

クその他の工作物等の設置に係る費用は、含まない。 

(2) 消費税は、経費に含むものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は次の表のとおりとする。 

なお、市長が別に定める緑化面積の算定方法及び植栽の基準に準じ、敷地面

積に対して１０％以上緑化を行う場合につき、表中の単価を倍とする（複数の

建築物の建築を行う場合は各建築敷地で判断する）。ただし、法令等により緑

化の指導等を受ける場合は、その基準に加えて１０％を超えて緑化を行った場

合を対象とする。 
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備考 

(1) 緑化に係る所要経費が表中の金額未満の場合は所要経費の額を補助金額 

とする。 

(2) 延長又は面積の算定の結果、０．１平方メートル未満の端数が生じるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

(3) 補助金の額は１００円未満の金額を切り捨てるものとする。 

 （補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者は、様式第１号の申請書に次に

掲げる書類を添えて工事を着工する前までに市長に提出しなければならない。 

(1) 案内図、緑化計画図（平面図、植栽図等）、緑化面積求積図、緑化工事内

訳を含む所要経費見積書の写し（複数の建築物の建築を行う場合は建築物

ごとの所要経費がわかる書類）及び現況写真 

(2) その他市長が必要とする書類 

 （補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の

審査及び必要に応じて行う実地調査により、申請に係る緑化が第３条に定め

る要件に適合すると認めたときは、速やかに交付の決定をするものとする。 

（交付の決定の通知） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容

を補助金の交付の申請をした者（以下「申請者」という。）に対し様式第２号

区   分 補助金額の上限 

樹高２メートル以上の樹木 １本あたり２５，０００円 

樹高１メートル以上の樹木 １本あたり１５，０００円 

樹高０.３メートル以上の樹木 １本あたり２，５００円 

その他の樹木・多年草  １株あたり２５０円 
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の通知書により通知するものとする。 

 （計画変更等の承認） 

第９条 申請者は、補助金の交付の決定を受けた緑化の計画の変更又は中止（以

下「変更等」という。）をしようとするときは、様式第３号の申請書を遅滞な

く市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 申請者は、緑化が予定の期間内に完了しないとき又は緑化が困難となった

ときは、遅滞なくその原因及びこれに対する措置を市長に報告し、その指示

を受けなければならない。 

 （軽微な変更） 

第１０条 この要綱において、川口市補助金等交付規則第１０条第１項の市長

の定める軽微な変更とは、第４条に規定する経費に係る事業内容等の変更で

あって、交付決定をした額に変更を生じないもの、補助対象経費の減少によ

り交付決定額が減額となるものをいう。 

（完了報告） 

第１１条 申請者は、補助金の交付の決定を受けた緑化が完了したときは、速

やかに様式第４号の報告書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 案内図、緑化竣工図（平面図、植栽図等）、緑化面積求積図、費用の支払

い領収書の写し又は支払を証明する書類（複数の建築物の建築を行う場合

は建築物ごとの費用がわかる書類）及び竣工写真 

(2) 前号に掲げるものの他市長が必要とする書類 

 （補助金の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定により完了の報告を受けたときは、書類の審査

及び実地調査を行い、完了した緑化が補助金の交付の決定内容に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第５号の通知書により

当該申請者に通知するものとする。 
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 （補助金の請求） 

第１３条 前条の規定により通知を受けた申請者は、様式第６号の請求書に当

該通知書の写しを添えて、市長に補助金を請求するものとする。 

 （補助金の交付時期） 

第１４条 市長は、前条の規定による補助金の請求があったときは、速やかに

これを交付するものとする。 

（緑化完了後の管理） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、当該補助金に係る緑化を完了した後５

年間はこれを維持するものとし、当該緑化等の保護と育成に努め、景観及び

環境に配慮し適正に管理を行わなければならない。当該補助を受けて緑化を

行った敷地にある建築物の所有者に変更があった場合には本規定を引き継ぐ

ものとする。 

 （報告及び調査） 

第１６条  市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対

して、必要な報告をさせ、又は職員に交付対象となる緑化について調査させ

ることができる。 

 （補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助金の交付を受けた者が、偽りその他不正な手段により

補助金の交付を受けたことが明らかになったとき、又は完了した後５年以内

に当該緑化等を処分したときは、既に交付した補助金の全部又は一部を返還

させることができる。 

(その他) 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は

別に定める。 
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附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


